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Most plant foods such as vegetables, fruit, seaweed and mushrooms contain antimutagenic or 
anticarcinogenic compounds. These compounds may be altered or lost during processing and cooking. 
Therefore, it is very important to investigate the change in antimutagenicity of a food due to 

processing and cooking. The objective of the first stage of this study was to examine the 
antimutagenicity of water-soluble and fat-soluble substances in plant foods. Food samples were selected 
from popular seasonal vegetables that are commonly available. The water-soluble fraction and 
fat-soluble fraction were extracted from each freeze-dried plant food with a 0.1  M phosphate buffer and 
methyl alcohol, respectively. The antimutagenic activity was evaluated by the Ames method to examine 
the mutagenicity of Trp-P-1, Trp-P-2 and  2-hydroxy-(1-N-nitrosoindolyl) propionic acid (NIHP) toward 
Salmonella typhimurium TA 98. 

Twenty percent of the forty plant juices tested reduced the mutagenicity of Trp-P-1 by more than 50 
%, and 35% of the extracts from the other 29 vegetables reduced mutagenicity of NIHP by more than 
50  %. Eighty three percent of the water-soluble fractions extracted from 24 freeze-dried plant foods 
showed antimutagenic activity toward Trp-P-2. On the other hand, only 25% of the fat-soluble fractions 
from the freeze-dried plant foods showed antimutagenicity, although a few of them demonstrated very 
strong activity. Seventeen percent of the tested plant foods had antimutagenicity in both the 
water-soluble and fat-soluble fractions. Most of the plant foods tested contained antimutagens in their 
water-soluble fractions. 
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1. 緒 言

動物性食品の加熱調理時に生成 される変異原物質,

ヘ テロサイクリックアミン類は, ガ ン原性を有す る化

合物 として広 く知 られている( 杉村 1995). また, ニ

トロソ化合物のように, 食 品の貯蔵加工中に成分 どう

しが反応 して生 じる変異原物質 もある( Ohara et al.

1988; Mizuno et al. 1987). 一方, 野 菜類, 果物 類な

ど植物性食品の中には, これら変異原性を抑制する作

用 を有 している ものが多 くあ り,そ の作用機構 として

は,薬 物代謝酵素系の阻害( リ グニ ン様物質およびポ

リフェノール重合体), 変 異原物質の分解( ペ ルオキ

シダーゼ), 吸着 作用( 食 物繊維), 還元性( アス コル

ビン酸) な どが挙 げられている(太 田 と並木1988).

また, 野 菜, 果物 ジュースから抽出 した高分子画分

を, 100℃ で 20 分 間加熱処理 した もの と,そ のまま未

処理のものについて抗変異原性 を調べたところ, 数種

の野菜 については, 加熱処理 したもの も未処理のもの

も共に抑制活性があったとの報告 もある( Shinohara

etal. 1988).

ま た, ハ ー ブ類 は, Trp- P- 2 に対 して非常に強い抑
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制活性 を有 してお り,そ の本体 は, オ レガノか らガラ

ンジンとケルセチン( Kanazawa et al. 1995), ペ パ ー

ミン ト,セ ージ, タ イ ムか らルテオ リン( Samejima

etal. 1995) で あ ったとの報告 もある.

各種植物性食品に含まれる変異原抑制物質の本体を

明 らかにすることは非常に大事 なことではあるが, ど

のような食品に抗変異原性があるのか, また, 抑 制成

分の加工調理過程での消長を調べることも,「 健全 な

食生活 を組み立てる」 という点では非常に重要な意味

がある.

本報では, そ の点に着 目し,各 種変異原物質に対す

る植物性食晶のジュースが有す る抗変異原性な らびに

植物性食品の水溶性, 脂溶性 どちらの抽出画分にその

活性が強いか比較検討 した.

2. 実験 材料および実験方法

(1) 変異原抑制試料の調製

変異原物質 Trp- P- 1 に対 して 40 種 類, NIHP に対 し

て 29 種 類, Trp- P- 2 に対 して 24 種 類 の季節 ごとに一

般に市販され食用 に供 されている代表的な植物性食品

(野菜類, 果 物 類, キ ノ コ) を, 必 要 に応 じて種子,

皮 を除去 した後, 10g を ジ ューサー( サ ンヨー SJ- G

661) に供 して 7～ 9m1 の ジ ュース を採取 し,濾 過除

菌 を行い変異原抑制試験試料溶液 とした.

また,水 溶性画分および脂溶性画分の抗変異原性 を

検討する試料 は, 次 のような手順で調製 した.試 料 と

する食品を液体窒素中で凍結 し,手 際よくワー リング

ブレンダーで破砕後, 凍結乾燥 を行 った. 乾燥物 1g

を 0.1M リ ン酸緩衝液 (pH7.4) 100m1 中 で 12 時 間

放置 し,上 澄み液を濾過除菌 した ものを, 水 溶性画分

とした.同 様の操作でメタノールで抽出したもの を減

圧留去後, DMSO に溶 解 させ たもの を脂溶性画分 と

した.

(2) 抗 変異原性試験

1) 抗 変異原性の測定

抗変異原性の測定は, フ レームシフ ト型の変異原性

に対する検出感度の高い Salmonella typhimurium TA 98

株 を用いて評価することがで き( Kato and Yamazoe

1987), 実 際 には変異原物質に試料溶液 を作用 させ,

そ の際 に生 じた復帰変異コロニー数の変化によって算

出 した.

変異原物質としては薬物代謝酵素群によって代謝活

性化をうけて変異原性 を誘発す る トリプ トファンの熱

分解産物 Trp- P- 1, Trp- P- 2, お よび酸 性条件下での亜

硝酸 と トリプ トファンの反応生成物で N-ニ トロソ化

合物であ り薬物代謝活性 を必要とせずに直接変異原性

を示す, 2- ヒ ドロキシー3-( 1- N- ニ トロソインドリル)一

プロピオ ン酸 (NIHP と略 す)( Ohara et al. 1988) を

用 いた.

す なわち, 変 異原物 質溶液 0.1ml に試 料溶液 0.1

m1 を 30 分 間, 37℃ で インキュベー トした後, 薬物代

謝 系酵素群 を含 む S- 9Mix ま た は リン酸緩 衝液0.5

ml お よび, 前 培養 した菌懸濁液( S. typhimurium TA

98) 0.1m1 を加 え, 37℃ で 20 分 間再 びインキュベー

トした後, ソ フ トアガーを 2m1 加 え, 最 少 グルコー

ス寒天培地 に重層 し, 37℃ で 48 時 間培養後, 生 じた

復帰変異コロニーの数を計測 した.

抗 変異原1生は次の式 によって算出した.

抗 変異原性 (%)= (1- B/A) × 100

A: 変 異原物質のみの復帰 コロニー数, B: 変異 原

物質 と試料溶液の混液の復帰コロニー数.

また, サ ンプルの毒性の有無 をしらべるために変異

原試験による生菌数測定 も同時 に行 った.

抗 変異原性 を測定す るための変異原物質は,必 須 ア

ミノ酸の一つである トリプ トファン由来のガン原物質

の 中で最 もガ ン原性 の高い( 杉 村 1995) Trp- P- 1 を

(1) 各 種 植物性食品抽 出液の抗変異原性 を測定するた

めに用いた. 使 用濃度 は, プ レー トあた り 150ng 添

加 し,そ の際に生 じた復帰変異 コロニー数は 700 であ

った. ま た, トリプ トファン由来の N- ニ トロソ化合

物, NIHP, につ いて は Trp- P- 1 と同 じ復帰変異 コロ

ニ ー数 を示す プレー トあた り 160ng を添 加 した. ま

た (2) 各種 植物性食品抽 出液の変異原抑制成分の溶解

性の測定では, Trp- P- 2 を変 異原物質 として用いた.

Trp- P- 2 は, 同 じ濃度で Trp- P- 1 に比 べ復帰変異 コロ

ニー数が高 くなるため, Trp- P- 2 を用 いることによ り

抑制 成分 の抗 変異 原性 の活 性測定 感度 を高め た.

Trp- P- 1 と同程度の復帰変異 コロニー数 を誘発するプ

レー トあたり 20ng を添加 した.

2) 培 地

i) 最 少 グルコース寒天培地: Vogel Bonner 最 少

培地( 硫酸 マ グネシウム 7 水塩0.2g,ク エ ン酸 1 水

塩 2g, リン酸ニ カリウム 10g, リ ン酸水素 アンモニ

ウムナ トリウム 3.5g を水 100m1 に 溶解 した もの)

と寒天溶液( Difco Baeto Agar 15g を水 800ml に溶

解 した もの) お よびグル コース溶液(D- グル コース

20g を水 100ml に溶 解 した もの) を それぞれ別 々に

高圧蒸気滅菌後, 混 合 してその 25ml を 1 プ レー トと
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した.

ii) ソ フ トアガー: Difco Bacto Agar 0.7%- 塩 化

ナ トリウム 0.6% 溶 液 を高圧蒸気滅菌後, 1/10 容量 の

0.5mML- ヒス チジ ンおよび 0.5mM ビ オチ ン溶液 を

添加 したもの.

3) S-9 Mix の調 製

薬物代謝酵素群 を含 むラッ ト肝 ホモジネー ト 100μ1

に塩化マグネシウム 8μmol, 塩 化 カリウム 33μmol,

グル コース-6- リン酸 5μmol, NADH4μmol, NADPH

4μmol, ATP5μmo1, リ ン酸緩 衝液 100μmol を加

え蒸留水で 1m1 とした.

3. 実験 結果および考察

(1) 各種植物性食品抽出液の抗変異原性

ガン原性 のある変異原物質, Trp- P- 1, に対 す る各

種植物性食品抽出物の抗変異原性 について図1に, ま

た直接変異原物質, NIHP, に対 す る各種植物性食品

抽出物の抗変異原性を図 2 にま とめた.

70% 以 上 抑制 した ものを++++, 70% 未 満 50%

以 上 抑制 した もの を+++, 50% 未 満 30% 以上 抑制

したもの を ++, 30% 未 満 10% 以 上抑制 した ものを

+, 10% 未 満の ものを一であ らわ した.

図 1 に示 したように, 本実験に使用 した 40 種類 の

植物性食品のうち, Trp- P- 1 に対 して 50% 以 上抑制 し

た ものが, ダイコン葉, ア スパ ラガスな ど全体 の約

20% あ った.

マ ーケットバスケッ ト方式による1日 に摂取す る変

異原性 を復帰コロニー数であ らわすと 270,000 であ る

(大村 1986). この すべての変異原性が Trp- P- 1 由来 で

あるとして換算する と, 150μ9 に相 当す る. そ こで,

1SOμg の Trp- P- 1 の 変 異原性 を抑制 するのに必要 な

食品の換算量を, 活 性の強かった植物性食品について

算 出 し表 1 に ま とめた. そ れぞれの食品は 200g 以下

で変異原性が抑制 されている.一 般 に 「1日 の植物性

食品摂取 の 目安 が300g」 と言われてい る( 神 立等

1993) が 本実験結果もこれを支持 した.

ま た, 図 2 に 示 した ように NIHP に対 して 50% 以

上抑制 した ものが, トマ ト,キ ウイフルーツ, ナ ス,

キ ャベ ツな ど実験 に使用 した 29 種 類 の植物性食品の

約 35% あ った.

これ ら変異原性 を抑制する食品群は例外 もあるが,

大部分のものが食品成分表においてアスコルビン酸や

β一カロテン等還元性を有する成分含量の高い食品群

に属 している傾 向がみられた. 表 2 に示 したように食

品に含まれる還元性成分標品の NIHP に対する抑制活

性を調べたところ,強 弱の差はあるが大部分のものに

図 1. Trp- P- 1 に対 する各種植物性食品 ジュースの抗

変異原性

表 1. Trp- P- 1 の変 異原性 を抑制するために必要な植

物性食品換算量
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抗変異原性が認められた。

(2) 各種植物性食品抽出液の変異原抑制成分の溶

解性

各種植物性食品には変異原抑制成分が含まれている

ことは, 図 1 および図2の 実験結果や他の多くの研究

結果から明らかである( Shinohara et al. 1988; Ka-

nazawa et al. 1995; Samejima et al. 1995). そ こで,

これ ら抑制成分の食品調理加工過程 における消長 を調

べ る目的で, 各 種植物性食品の凍結乾燥物を用い, 水

抽出画分( 水 溶性画分) とメタノール抽出画分( 脂溶

性画分) の どちらに抑制成分が多いかについて比較検

討 した。

ガン原性を示す変異原物質, Trp- P- 2, に対 する各

種食品の水溶性画分,脂 溶性画分の抗変異原性を,茎

葉菜類 については図3に,根 菜類 とイモ類については

図4に,果 菜類 については図5に,海 藻類 とキノコ類

については図6に まとめた.

茎葉菜類 については,ネ ギ, カ リフラワー, キ ャベ

ツ, レタスの水溶性画分に抗変異原性が認められたが,

脂 溶性画分には全 く認め られなか った(図3). 果菜

類 につ いて も水 溶性画 分 に同様 の結果が み られ た

(図5).

根菜 類については, タマネギ, ゴボウの水溶性画分

に, ダイコンやキ リボシダイコンについては脂溶性画

分 に若干の抗 変異原性が認 め られた(図4). 図 に は

示 していないが, Trp- P- 2 に キ ャベツ, ホ ウレンソウ,

ダイコン,ニ ンジンのジュースを作用 させたところキ

ャベ ツで -120% と変 異原性 を抑制せず逆 に増幅 させ

て しまい, 他 の物 も同様の結果となった. この原因 と

しては, 水 溶性画分の抑制成分が脂溶性画分により相

殺 されたためあるいは,薬 物代謝酵素群 に対 して何 ら

かの影響 を与えた等が考えられる.

海 藻類やキノコ類 については, 今 回測定 したものに

ついてワカメ以外には, 水 溶性, 脂 溶性画分共に抗変

異原性があ り,特 にエノキダケの脂溶性画分 に非常に

図 2. NIHP に対 する各種植物性食品ジュースの抗 変

異原性

表 2. 各種還元性食品成分の NIHP に対する抗変異原

性

図3. Trp- P- 2 に対 す る脂溶性画分,水 溶性画分の抗

変異原性(茎 葉菜類)
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強い活性が認められた(図6).

全 体 的 に見る と,抗 変異原性 としては 50% 以 下 の

ものが多かったが, 検索 した 24 種 類 の食品群の中で

83%の 食 品の水溶性画分に抗変異原性が認め られた.

脂 溶性画分 については 2, 3 の食 品 に非常に強い抗

変異原性 を有 しているもの もあるが, 全体 としては

25% の 食 品 に しか抗 変異原 性 は認 め られず, 逆 に

Trp- P- 2 の 変異原性を増幅させて しまうものが多 く認

められた.

また, 水 溶性画分, 脂溶性画分 ともに抗変異原性 を

有 していたのは.全 体 の 17% であ った.

変異原抑制成分 としてよく知られているものには,

ビタミン類, 含 硫化合物, ポ リフェノール類やパーオ

キシ ダーゼを中心 とした酵素類な どが挙げ られるが

(太田 と並木1988), これ ら抑制物質の大部分が水溶

性成分であることから, 今 回の実験結果はこれ らの報

告を裏付ける結果 となった.

本 実験操作において,一 般 に言われている変異原抑

制成分のうち,食 物繊維や極性の低い成分等 は抽出 さ

れてお らず, この結果だけで植物性食品の有効性の有

無は判断で きないが, 水 溶性画分, 脂 溶性画分共に抗

変異原性 を有 していない食品は全体の 8% と, 植物性

食品には抗変異原性 を有 している ものが多 く,「健全

な食生活を組み立てる」 という意味でも変異原抑制成

分の溶解性 を考慮 にいれた調理 を行い, バ ランス よく

バ ラエテ ィーに富 んだ摂取 を心掛けるべ きであろう.
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